
１．基本事項
川崎市中部リハビリテーションセンター
中部在宅支援室

評価対象年度

・事業者名　社会福祉法人 川崎市社会福祉事業団
・代表者名　理事長　佐川　道夫
・住所　川崎市高津区久地３丁目１３番１号

評価者

平成３年４月１日～令和８年３月３１日 所管課

２．事業実績

３．評価　（評価段階：5～1,標準：3,加点割合：5→100%,4→80%,3→60%,2→40%,1→0%)

分類 項目 配点 評価段階 評価点

指定管理者制度活用事業　評価シート

施設名称 令和７年度

事業者名 障害者施設指導課長

指定期間
健康福祉局障害保健福祉部

障害者施設指導課

総
合
的
な
運
営
状
況

利用者への支援

利用者に対する支援を着実に実施しているか

10 3 6

（評価の理由）
【利用者への支援】
・相談窓口として、年齢、疾患、障害種別、障害の有無を問わず多種多様な相談を受け付け、利用者の思いや葛藤に寄り添いながら、希望
する生活に向けて、リハビリテーションセンター内などで連携して支援を提供している。相談を受けるにあたっては、リハビリテーションセンター
内や相談支援事業所などの地域の支援機関と連携し、適切な事業に繋ぐとともに、利用者の希望内容や障害特性を踏まえて適切に在宅リ
ハビリテーションサービス事業を実施し、個々の利用者の希望や障害特性に応じて、医師や理学療法士、作業療法士等による専門職チーム
で支援を行った。
・５名の利用者に対して中部地域支援室が管理しているＩｎbody（体成分分析装置）を活用し、適切な運動量の見極めを行うとともに、中部日
中活動センターの栄養士とも連携して体重コントロールや食事摂取内容の助言・指導を行った。
・軽度の高次脳機能障害を患った方で、就労移行支援の利用を希望しない場合、在宅リハビリテーション事業を活用して来所で対応し、自身
の障害の理解を促すとともに、復職後の業務上の注意点などの理解に繋がるよう支援している。また、支援の途中に、利用者自身が就労移
行支援の利用を希望した場合、本人のニーズや希望に適した事業所に繋げている。
【事業成果】
・中部地域支援室と連携して総合相談窓口を運営し、障害種別、疾患、年齢を問わず多種多様な相談を受け付けており、令和７年度は新規
相談を152件受けた。また、補装具外来を計82回実施し、外来時又は事前訪問でのアセスメントにより、利用者の生活に合わせた補装具の作
製を行った。
・在宅リハビリテーションサービス事業では、病気や加齢などが原因で歩行能力や摂食能力の低下等が見られ、これまで通りの生活が難しく
なった方に対し、本人の持っている能力を最大限引き出し、最適な生活スタイルを提供するため、ソーシャルワーカーやリハビリテーション科
医師、理学療法士、作業療法士等のリハビリテーション専門職チームによる評価訪問を延７４２件実施した。
・高次脳機能障害の普及啓発事業として、中原区、高津区、宮前区において出張型研修を４回実施した。また、総合リハビリテーションセン
ターや高次脳地域活動支援センター、各地域リハセンター地域支援室及び在宅支援室、れいんぼう川崎が参加する高次脳機能障害支援会
議に参加し、リーフレットの改定や年３回の当事者・家族交流会、小児高次脳機能障害の勉強会の実施など、高次脳機能障害に関する支援
や体制構築に関わる企画・運営を協働して実施した。

利用実績
新規相談件数　１５２件
評価・訪問延件数　７４２件　※利用者の希望によりセンター来所時に実施した評価等件数を含む。

収支実績

サービス向上の取組

・生活の中で適切な下肢装具の使用を推奨する「補装具支援格差ZEROプロジェクト」を令和５年度から継続し
て実施しており、令和７年度は地域の事業所向けに、地域の事業者の事例をもとに下肢装具の勉強会を行っ
た。これまでの取組の影響で、新たな地域の繋がりが構築できたことや補装具外来の新規相談に繋がるケース
が増加したことなど、地域のニーズの掘り起こしに繋がった。
・高次脳機能障害に対する支援力向上に向けて、れいんぼう川崎、北部リハビリテーションセンター北部在宅
支援室、高次脳地域活動支援センターと合同で年９回、勉強会を実施した。また、令和７年度から小児高次脳
障害に係る勉強会と研修を療育センターを交えて各１回実施しすることで知識の習得等に努めた。
・タブレットやホームコール等を使用する際のスイッチの選定に係る相談が増加したことから、令和７年度から新
たに導入した３Dプリンターを活用し、利用者の個別のニーズに合わせたスイッチの土台作製を行ったことで、
利用者の生活における利便性の向上に繋がった。

着眼点

3
事業収支に関して適正な会計処理がなされているか

収入状況

計画通りの収入が得られているか

5

利用者の障害特性に応じた個別支援等を実施しているか

事業成果

基本協定に規定する業務の範囲を適切に実施しているか

10 4 8
指定管理施設としての事業目的を達成することができたか

（評価の理由）
【支出状況・収入状況】
・法人本部と連携し、人材確保に取り組んだが、提案時の職員配置を下回った。支出総額は提案額とおおよそ同額となったが、人件費につ
いて、計画に基づく適正な支出が行われなかった。
【適切な会計手続】
・会計手続については、法人で定める経理規程及び経理規程施行細則に則り適正に実施した。

収
支
状
況

支出状況

計画に基づく適正な支出が行われているか

5 2 2
支出に見合う効果等が図られているか

3 3

条例に基づく利用料等を適切に徴収しているか

適切な会計手続

会計基準に基づく会計処理がなされているか

5 3

【R７】
収入 支出 収支差額

経常活動 77,401,005円 経常活動 76,178,956円 1,222,049円
　給付費 0円 　人件費 69,916,312円

　川崎市単独扶助 0円 　事務費 2,438,256円

　指定管理委託料 76,952,000円 　事業費 707,276円
　その他 449,005円 　事務局経費 3,117,112円

　固定資産支出 0円
合計 77,401,005円 合計 76,178,956円



適正な人員配置

連絡・連携体制

担当者のスキル
アップ

5 3 3

コンプライアンス 5 3 3

職員の労働条
件・労働環境

5 3 3

サ
ー

ビ
ス
体
制

適切なサービス
の提供

提供すべきサービスが仕様書や実施計画等に基づいて適切に提供されたか

10 3 6

利用者の意見・
要望への対応

意見・要望の収集方法を確立しているか

5

利用者への支援を適時かつ十分に行っているか

サービス向上へ
の取組

現状分析、課題把握等を常に行っているか

5 4 4

サービス向上に向けた取組がなされているか

3 3
利用者からの要望や意見に対して、迅速かつ適切に対応しているか

（評価の理由）
【適切なサービスの提供】
・相談支援事業では、中部地域支援室と連携しながら、障害種別や疾患、年齢を問わずリハビリテーションや介護に係る様々な相談に対し、
総合相談窓口として対応している。積極的なアウトリーチの実施や面接により、アセスメントを実施して利用者のニーズを整理し、センター内の
施設や地域の適切な支援機関に繋げた。
・在宅リハビリテーション事業においては、生活上の困難さを抱えた当事者の生活の質を高めるリハビリテーションサービスを提供するため、
当事者やその支援者などからニーズや課題等を収集し、それらを踏まえアセスメントを実施して、専門職が一体となって支援を行った。
・復職支援では、中部日中活動センターと連携し、週１回同施設の社会保険労務士から復職に向けたアドバイスを受けることができる機会を
設けている。また、復職の流れや復職のための準備、障害年金申請などの各種手続きやタイミングなどをまとめ、当事者や家族に対して講義
形式で「福祉教室」を実施し、個別の質問等にも丁寧に回答することで、不安解消や復職までの見通しを持つことができ、当事者や家族が安
心して支援を受けることができる環境づくりに務めている。
【サービス向上への取組】
・生活の中で適切な下肢装具の使用を推奨する「補装具支援格差ZEROプロジェクト」を令和５年度から継続して実施し、令和７年度は地域の
事業所向けに地域の事業者の事例をもとに下肢装具の勉強会を行った。これまでの取組の影響で、新たな地域の繋がりが構築できたことや
補装具外来の新規相談に繋がるケースが増加したことなど、地域のニーズの掘り起こしに繋がった。
・リハビリテーションの機能の周知や、リハビリテーションに関する制度運用などを目的として、令和７年度から新たに、福祉用具と住宅改修の
活用に係る研修を座学や使用体験を交えて実施し、結果として新規の相談に繋がった。
・評価訪問に介入したケース全てについて、リハビリテーション科医師を含めた全職種で月１、2回のカンファレンスを開催し、事例共有や支援
の振り返りを行い、各職種の視点から意見を出し合うことで、知識や技術の向上に努めた。
・高次脳機能障害に対する支援力向上に向けて、れいんぼう川崎、北部リハビリテーションセンター北部在宅支援室、高次脳地域活動支援
センターと合同で年９回、勉強会を実施した。高次脳機能障害がある方の就労支援を検討する「県内リハセンター就労担当者連絡会」や、神
奈川県内や全国的な高次脳機能障害者支援の情報交換を行う場である「政令市と神奈川リハの情報交換会」に参加している。また、令和７
年度から小児高次脳障害に係る勉強会と研修を療育センターを交えて各１回実施することで知識の習得等に努めた。
・日中活動センターとの連携会議を月１回行うとともに、日中活動センター内の事業別会議に在宅支援室の職員も継続的に参加することで、
日中活動センターの各事業で利用者支援や受入方法について助言を行い、支援の質の向上に繋がった。
・タブレットやホームコール等を使用する際のスイッチの選定に係る相談が増加したことから、新たに導入した３Dプリンターを活用し、利用者
の個別のニーズに合わせたスイッチの土台作製を行ったことで、利用者の生活における利便性の向上を図った。
【利用者の意見・要望への対応】
・利用者やその家族と、支援の依頼元となる地域の相談支援事業所などの支援者それぞれに対して満足度調査を実施しており、調査結果を
事業者内で共有するとともに、課題改善に役立てている。また、苦情対応については、苦情相談窓口を事務所内に掲示するとともに、施設内
で対応フローチャートを作成し、職員に周知している。

必要な人員が必要な場所に適切に配置されているか

5 2 2

法令遵守のルール（規則・マニュアル等）と管理・監督体制が整備され、適切な運
用がなされているか

スタッフが業務を適正に実施するための、適切な労働条件や労働環境が整備され
ているか

（評価の理由）
【適正な人員配置】
・令和６年度末で常勤看護師１名が不在となったことから、採用活動により令和７年７月から採用したが、同年９月に退職した。その後、法人本
部と連携して採用活動を続け、令和８年１月から採用することができた。しかしながら、結果として、令和７年４月から６月、１０月から１２月の期
間において欠員状態が続いてしまい、仕様書の基準を満たせていない期間が生じた。
【担当者のスキルアップ】
・幅広い知識と個々のニーズへ即応できる対応力の習得を目的に、内部研修、外部研修、各種学会発表や研修会講師への派遣も積極的に
行うことで、日々の業務の振り返りや障害理解の機会を職員に提供している。
・ソーシャルワーカーの相談支援力の向上を目的に、法人内のソーシャルワーカーで合同ミーティングを実施し、業務の標準化を目的とした
事例検討及びOJTを実施するとともに、令和７年度からは南部、中部、北部の在宅支援室において合同ソーシャルワーカーミーティングを年４
回実施し、情報共有等を行うことで、支援の質の向上に努めている。セラピストについては、他の職種のミーティングへの参加や事例検討を行
うとともに、専門性向上を目的とした自己研鑽のため、業務として積極的に研修に参加できるよう配慮している。また、外部研修や学会の資料
等については、全職員に回覧を行っている。
【安全・安心への取組】
・月１回事故防止検討会議で事故の共有、対策の検討を行うとともに、中部日中活動センターと合同で月１回事故防止委員会を開催し、事故
報告やヒヤリハット報告を行うとともに、事故防止に向けた検証等を行っている。
・中部リハビリテーションセンター合同の防災会議を年４回、合同避難訓練を年２回実施している。訓練終了後には、水消火器を使用した訓
練を実施した。また、井田地域福祉関係施設等防災対策会議を年２回実施し、地域の福祉施設と協働し、地域住民を含めた合同防災訓練
の実施に向け、検討を行っている。
【コンプライアンス】
・労働法規、社会福祉法規、個人情報保護法等の各種法規に則り運用している。法人においては、事業統括参事の下、施設管理体制の強
化に努め、職員研修等を利用し、コンプライアンス遵守の徹底を注意喚起している。
【職員の労働条件・労働環境】
・施設長が年２回程度全職員と面談しており、職員の意向や個人の事情を把握し、配慮するよう努めている。また、希望する職員に対しては
産業医や保健師との相談面接を設定しており、その結果を施設長にフィードバックし、適宜対応を行うことで、心身の状態にも気を配り安心し
て働き続けられる職場環境づくりを図った。

組
織
管
理
体
制

所管課との連絡・連携が十分に図られているか

業務知識や安全管理、法令遵守に関する研修等が行われているか

安全・安心への
取組

事故、犯罪、災害等から利用者を守ることができる適切な安全管理体制となってい
るか（人員配置、マニュアル、訓練等）

5 3 3
緊急時の連絡体制を構築しているか



施設・設備の保
守管理

5 3 3

管理記録の整
備・保管

5 3 3

清掃業務

警備業務

備品管理 5 3 3

４．その他加点
分類 項目 評価点

市の政策課題へ
の取組 0

５．総合評価

61 評価ランク

評価点合計：100点満点,標準点:60点
評価ランク：A～E,標準:：Ｃ,A→80点以上,B→70点以上80点未満,C→60点以上70点未満,D→50点以上60点未満,E→50点未満
A→特に優れている,B→優れている,C→適正である,D→改善が必要である,E→問題があり適切な措置を講じる必要がある。

６．事業執行（管理運営）に対する全体的な評価

７．来年度の事業執行（管理運営）に対する指導事項等

適
正
な
業
務
実
施

安全な利用に支障をきたすことのないよう、施設・設備の保守点検や整備等を適切
に実施しているか

業務日誌・点検記録・修繕履歴等が適切に整備・保管されているか

施設内及び外構の清掃が適切に行われ、清潔な美観と快適に利用できる環境を
維持しているか

5

・仕様書に基づき提案された職員配置について、年間を通して確実に配置できるよう、職員の確保・配置について徹底すること。
・引き続き、中部リハビリテーションセンター内外の関係機関との連携を強化することで、利用者への支援の方法等の情報共有を図り、
サービスの質の向上に取り組むこと。

そ
の
他
加
点

第三者へ一部の業務委託を行う際の市内中小企業者の受注機会の確保・拡大や
地域包括ケアシステムの構築に向けた取組への協力、障害者の法定雇用率を越
える雇用などを行っているか

（評価の理由）

評価点合計 Ｃ

・地域で暮らす全ての障害のある方を対象に地域支援室や日中活動センターと密に連携することで、利用者などのニーズに寄り添いな
がら専門性の高いサービスを提供している。
・利用者の希望や障害特性を踏まえて適切に在宅リハビリテーションサービス事業を実施し、個々の利用者の状態像に合わせて、医師
や理学療法士や作業療法士等による専門職チームで支援を行っている。
・地域の支援者に対し、補装具や福祉用具、住宅改修などの研修を行うことで、在宅支援室の広報に繋げるとともに、地域の支援者が抱
えている利用者に対しても、在宅支援室の活用の可能性を広げることができている。

3 3
施設内及び敷地内の警備が適切に行われ、事件・事故・犯罪等の未然防止に役
立っているか

設備・備品の整備や整頓、利用者が使用する消耗品等の補充が適切に行われて
いるか

（評価の理由）
【施設・設備の保守管理】
・建物設備の安全管理維持のため、年間を通して定期的に保守点検を行い、設備等の保守管理については、中部地域支援室主導で、業務
委託・管理を一体的に行っており、必要に応じて中部リハビリテーションセンター運営調整部会等で連携協議しながら適切に対応している。
【管理記録の整備・保管】
・利用者ごとにケースファイルを作成し、鍵付きの書庫や倉庫に保管している。
【清掃業務・警備業務】
・施設内の日常清掃、定期清掃、空調機の保守点検、昇降機点検及び警備については、中部リハビリテーションセンター運営調整部会で情
報共有を行いながら、中部地域支援室主導のもとに、業務委託・管理を一体的に行っている。
【備品管理】
・備品管理台帳を整備し、法人本部とも連携し照合、確認をしている。

着眼点


